
月例経済報告等に関する関係閣僚会議資料
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内閣府



<現状> 
景気は、緩やかに回復している。

<日本経済の基調判断>

<先行き> 
先行きについては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種

政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待される。た
だし、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響に留意す
る必要がある。

1



<政策の基本的態度>

政府は、東日本大震災からの復興・創生及び平成28年（2016年）熊本地震からの復旧・復
興に向けて取り組むとともに、デフレからの脱却を確実なものとし、経済再生と財政健全化
の双方を同時に実現していく。このため、「経済財政運営と改革の基本方針2017」、「未来
投資戦略2017」、「規制改革実施計画」、「まち・ひと・しごと創生基本方針2017」及び
「ニッポン一億総活躍プラン」を着実に実行する。さらに、人づくり革命と生産性革命を車
の両輪として少子高齢化という最大の壁に立ち向かうため、昨年12月に閣議決定した「新し
い経済政策パッケージ」を着実に実行する。働き方改革については、昨年３月に決定した
「働き方改革実行計画」に基づき、早期に関連法案を提出し、成立を図る。また、平成29年
度補正予算を迅速かつ着実に実施するとともに、平成30年度予算及び関連法案の早期成立に
努める。

好調な企業収益を、投資の増加や賃上げ・雇用環境の更なる改善等につなげ、地域や中
小・小規模事業者も含めた経済の好循環の更なる拡大を実現する。

日本銀行には、経済・物価情勢を踏まえつつ、２％の物価安定目標を実現することを期待する。
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（備考）１．財務省「法人企業統計季報」、内閣府「企業行動に関するアンケート調査」 、「機械受注統計」により作成。
２．左図は、名目設備投資額（ソフトウェアを除く）の季節調整値。
３．右上図は、上場企業に対するアンケート調査の結果（成長率見通しは実質ベース）。
４．右下図は、内閣府による季節調整値。受注残高は、総額（民需、外需、官公需等）。

○業種別の設備投資の推移

今月のポイント（１） －最近の設備投資の動向－
 設備投資は、製造業、非製造業とも、緩やかに増加している。
 その背景としては、半導体等が含まれる電気機器産業、情報・通信業をはじめ、幅広い業種に

おいて、来年度の需要成長率の見通しが今年度を上回ると見込まれていることがあげられる。
 こうした需要の増加や工場の自動化（ファクトリー・オートメーション）などの動きを受けて、

産業用ロボットや工作機械等の受注残高は積み上がり傾向にある。

○産業別の需要成長率の見通し

○ファクトリー・オートメーション関連機械の受注残高
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今月のポイント（２） －企業収益の動向－

○経常利益の推移 ○主な増益業種（製造業）

（備考）１．財務省「法人企業統計季報」により作成。
２．季節調整値。業種別の季節調整は内閣府による。
３．右図は、経常利益において、2017年の前年比への寄与度が高い業種を掲載。

○主な増益業種（非製造業）
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 企業収益についても、製造業、非製造業ともに高水準で推移している。
 製造業では、半導体関連の需要が増加している電気機械や、輸出が堅調である自動車などが増

益基調にある。
 非製造業では、インバウンド需要の増加等を受けた運輸・通信業や、資源価格の上昇を受けた

商社等の卸売業などが増益基調にある。
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今月のポイント（３） －春季労使交渉の回答状況－（３月16日時点）

（備考）１．各種協会資料及び報道資料等により作成。
２．シャドー部分は、賃金改善分又は一時金が前年度実績を上回る箇所。
３．「-」は、未妥結又は未公表。

回答 2017年度実績 回答 2017年度実績

Ａ 1,300円超 1,300円 243万円 230万円
手当等を含め年収ベースで3.3％の引上げ
期間従業員への家族手当の支給

Ｂ 3,000円 1,500円 5.8ヵ月 6.0ヵ月
月例賃金で2.4％（年収ベースで1.3％）の
引上げ

Ｃ 1,700円 1,600円 6.2ヵ月 5.9ヵ月 年収ベースで３％超

Ｄ 1,400円 1,100円 5.3ヵ月＋0.1ヵ月 5.3ヵ月

Ｅ 1,500円 1,000円 5.5ヵ月 5.0ヵ月＋５万円

Ａ 1,500円 1,000円 業績連動方式 4.95ヵ月 有休を１時間単位で取得可能に

Ｂ 1,500円 1,000円 6.0ヵ月 5.71ヵ月
月例賃金で2.3％（年収ベースで4.1％）の
引上げ
勤務間インターバル制度の導入

Ｃ 1,500円 - 業績連動方式 - 月例賃金で2.5％の引上げ

Ｄ 1,500円 1,000円 業績連動方式 4.45ヵ月
残業時間の上限を３ヵ月300時間から240時
間に短縮

Ｅ 1,500円 1,000円 6.13ヵ月 5.83ヵ月 有休を１時間単位で取得可能に

Ｆ 1,500円 1,000円 業績連動方式 4.21ヵ月

鉄鋼 Ａ 1,500円 1,000円 業績連動方式 138万円 年収ベースで3.5％の引上げ（見込み）

Ａ 1,500円 1,000円 5.7ヵ月＋２万円 ４ヵ月＋62万円

Ｂ 1,500円 1,000円 5.0ヵ月＋３万円 4.8ヵ月

小売 Ａ 7,044円 1,180円 - - 月例賃金で3.86％の引上げ

外食 Ａ 2,000円 1,400円 - - 月例賃金で2.6％の引上げ

備考業種 企業名
賃金改善分（ベースアップ） 一時金（年間）

造船重機

自動車

電機
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個人消費は持ち直している
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前月比

（備考）消費総合指数は内閣府試算値（季節調整値）。
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○総雇用者所得（実質）

○家電量販店の販売額（名目）

（備考）内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査」、「消費者物価指数」、厚生労働省「毎月勤労統計」等により作成。
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情報家電

（タブレット、ゲーム機等）
家電計

（備考）１．経済産業省「BigData-STATS」により作成。

２．ＰＯＳ家電量販店動向指標の値。

○消費総合指数（実質）

（期、月）

（年）
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○住宅着工戸数 ○公共工事出来高

住宅建設は弱含み

(備考)１．国土交通省「建設総合統計」により作成。３か月移動平均。

２. 参考数値を用いて内閣府で季節調整。
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貸家 ▲ 2.2％ 分譲 ▲ 4.9％
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（備考）国土交通省「住宅着工統計」により作成。季節調整値。３か月移動平均。
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輸送機械
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予測調査

（2010年＝100）

鉱工業生産全体

【１月(3MA)：前月比▲1.1％】

生産は緩やかに増加している
○業種別の鉱工業生産

（備考）１．経済産業省「鉱工業指数」により作成。季節調整値。３か月移動平均値。

２．２，３月の数値は製造工業生産予測調査の値（経済産業省作成）。

３．グラフに掲載している各業種の鉱工業生産全体に占める付加価値ウエイトは以下のとおり。

輸送機械：19.1％、はん用・生産用・業務用機械：12.7％、電子部品・デバイス：8.2％。

（月）

（年）

輸出は持ち直している

前月比
（３ＭＡ）

全体 アジア アメリカ ＥＵ

１月 ＋1.3％ ＋0.3％ ▲0.3％ ＋1.1％

（備考）１．財務省「貿易統計」により作成。内閣府による季節調整値。３か月移動平均値。

２．財別の輸出数量指数は、関連する財の輸出数量及び金額を用いて独自に作成した値。

作成する際に用いた主な財は以下のとおり。

・情報関連財：ＩＣ（集積回路）、半導体製造装置、コンピュータ類、液晶デバイス、通信機など。

・資本財：原動機、建設用・鉱山用機械、産業用ロボット、工作機械、船舶など。

・自動車関連財：乗用車、自動車の部分品。

○最近の財別の輸出数量

○地域別の輸出数量
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○完全失業率と有効求人倍率

雇用情勢は着実に改善している

（備考）総務省「労働力調査」により作成。（備考）総務省「労働力調査」により作成。季節調整値。

(月)

(年)

（倍）

（備考）総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」により作成。季節調整値。

（歳）

○就業者数と完全失業者数の推移

(月)

(年)

うち配偶者のいる女性（％）

（歳）

（備考）総務省「労働力調査」により作成。

○女性の労働参加率
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消費者物価はこのところ緩やかに上昇
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（備考）１．総務省「消費者物価指数」により作成。連鎖基準方式。

２．上図は、季節調整値。

３．下図は、内閣府で消費税率引上げの影響を除いたもの。

○サービスの価格の推移

○財の価格の推移（生鮮食品及びエネルギーを除く）
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携帯電話通信料
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家賃

サービス全体
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（備考）１．総務省「消費者物価指数」により作成。

２．生鮮食品及びエネルギーを除く総合に分類されるものが対象。

〔主な上昇品目〕

〔主な上昇品目〕

米類(うるち米)

酒類(ビール)

生鮮肉(豚肉、牛肉、鶏肉)

乾物・加工品類(梅干し)

塩干魚介(塩さけ)

繊維製品 家事雑貨(タオル)

他の財 自動車等維持費(自動車タイヤ)

食料

（備考）１．総務省「消費者物価指数」により作成。

２．生鮮食品及びエネルギーを除く総合に分類されるものが対象。

宿泊料

外国パック旅行費

保健医療サービス(診療代)

運輸・通信(運送料)

焼肉

すし

ビール

個人サービス

公共サービス

外食
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（万バレル／日）

シェールオイル生産量

2018年１月 529万バレル／日

（年）

原油生産量に占める

シェールオイル生産量の割合

2017年12月 52.4％

（目盛右）

（％）

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180
（1985年＝100）

2018年２月 130.8

（年）
（備考）１．ブルームバーグより作成。

２．上記の消費者マインドは、コンファレンスボードによる消費者信頼感指数。

2000年１月 144.7

（過去最高） 2007年７月 111.9

（リーマン・ショック直前の最高）

アメリカ経済：景気は着実に回復が続いている

○実質ＧＤＰ成長率（※）

-4

-2

0

2

4

6

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

2015 16 17

（※前期比年率、％）

（期）

（年）

在庫投資

設備投資

個人消費

住宅投資

純輸出

政府支出

（備考）アメリカ商務省より作成。

17年10－12月期 2.5％※

○消費者マインド：リーマン・ショック直前の最高を超える水準

○原油生産量：過去最高の水準

300

600

900

1,200
（万バレル／日）

原油生産量

2017年11月 1,006万バレル／日（過去最高）

2017年12月 995万バレル／日

（年）

1970年11月 1,004万バレル／日

○シェールオイル生産量：原油生産量の増加をけん引

（備考）１．アメリカエネルギー情報局（ＥＩＡ）より作成。

２．2016年の原油生産量（推計）は、ロシアが1,055万バレル／日、サウジアラビアが1,046万バレル／日、

アメリカが885万バレル／日であった（アメリカ中央情報局（ＣＩＡ））。

（備考）１．アメリカエネルギー情報局（ＥＩＡ）より作成。

２．シェールオイル生産量には、タイトサンドオイル（砂岩に含まれる原油）も含まれる。
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2010 11 12 13 14 15 16 17
0.3

0.5

0.7

0.9

1.1

1.3

1.5

（年）

（億人）

17年 1.4億人

（前年比 5.7％増）
春節期間の海外旅行者数（２/15～21）

○海外旅行者数:前年比5.7％増

（約650万人）

○旅行先:１位タイ、２位日本、

３位シンガポール

○海外旅行者数：堅調に増加

（備考）各種報道より作成。

○全国人民代表大会開幕（3/5～3/20）○実質ＧＤＰ成長率

中国経済：景気は持ち直しの動きが続いている

３月５日、全国人民代表大会が開幕し、李克強首相により

政府活動報告が行われた。経済政策に関する主なポイントは

以下のとおり。

○18年の実質経済成長率目標は、6.5％前後（17年実績6.9%）

○財政政策は、「積極的な財政政策の方針」を維持。

財政赤字（中央＋地方）は、対ＧＤＰ比2.6％以内（17年

同3.0％以内）

○金融政策は、「穏健な金融政策の中立性」を維持。

○今年の政府活動案として、以下をはじめ９項目を提示。

・供給側構造改革の推進（過剰生産能力の削減等）

・三つの最も困難な課題への取組（金融リスクの防止・

解消、的確な貧困脱却、汚染対策）

また、３月11日、国家主席の任期制限の撤廃等を含む憲法

改正案を可決。
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4

6

8

10

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

2015 16 17

最終消費

資本形成

純輸出

実質ＧＤＰ成長率

10－12月期 6.8％

（期）

（年）

（前年同期比、％）

（備考）中国国家統計局より作成。

（備考）１．海外旅行者数は中国国家旅遊局、春節期間の旅行先は中国旅遊研究院の推計による。

２．春節期間の海外旅行者数は、公用・商用を含む。
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4

1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 12

2015 16 17

（前年同月比、％）

実質賃金上昇率

名目賃金上昇率

（月）

（年）
（備考）１．英国統計局より作成。

２．実質賃金上昇率、名目賃金上昇率は、ボーナスを除く週平均賃金の３か月平均値の伸び率。

95

100

105
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115

1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 1011121

2015 16 17 18

（2015年＝100）

ユーロ圏

ドイツ

英国

（月）

（年）
（備考）１．ユーロスタット、ドイツ連邦統計局、英国統計局より作成。

２．輸出は数量ベースの３か月移動平均の指数。

○物価：ユーロ圏は横ばい、英国は高止まり○輸出：ユーロ圏は持ち直し、英国は持ち直しの動き

○英国の賃金：実質賃金はマイナス

ユーロ圏経済：景気は緩やかに回復、英国経済：景気回復は緩やか
○ユーロ圏、英国の実質ＧＤＰ成長率（※）

（期）

（年）

0

1

2

3

4

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
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英国

10－12月期 1.6％※

ユーロ圏

10－12月期 2.4％※

（※前期比年率、％）
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ユーロ圏（総合）

２月 1.2％

ＥＣＢのインフレ参照値：２％を下回りかつ２％近傍

ＢＯＥのインフレ目標：２％

（前年同月比、％）

英国（総合）

１月 3.0％

（月）

（年）

（備考）ユーロスタット、英国統計局より作成。

（備考）ユーロスタット、英国統計局より作成。

13




